
平成 30年度
東みよし町財務書類概要

（統一的な基準）



１ 貸借対照表

地方公共団体の決算書は、１年間にどのような収入があり、何にいくら支出したか、という単年度の状況は把握でき

ますが、現在の資産や負債がどれだけあるのかは分かりにくいものとなっています。

貸借対照表は、表の左側（借方）に町が保有する土地や建物などの「資産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成

することによって将来世代が負担する「負債」と、これまでの世代が既に負担した「純資産」が、会計年度の最終日に

おいていくらあるのかを表しています。

（単位：千円）

※表示単位は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

東みよし町（一般会計等）では、これまでに441億3,143万1千円の資産を形成してきました。
そのうち、純資産である323億5,023万3千円（73.3％）については、過去の世代や国・県の負担で既に支払いが済
んでおり、負債である117億8,119万8千円（26.7％）については、将来の世代が負担していくことになります。現在、
資産は負債の3.7倍となっており、町の財政の健全性は確保されているといえます。
資産の中で大きな割合を占めるのが、道路などのインフラ資産であり、資産全体の54.1％を占めています。
一方、負債の中では、地方債・１年内償還予定地方債が負債全体の88.2％を占めていますが、地方債・１年内償還予
定地方債のうち77.9％は、将来の普通交付税の基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれています。
また、連結会計においても資産は負債の3.6倍と、こちらも財政の健全化が確保されているといえます。

資産の部 負債の部

科目名 一般会計等 全体 連結 科目名 一般会計等 全体 連結

固定資産 38,460,229 43,335,109 44,943,986 固定負債 10,540,386 12,619,565 12,965,055

有形固定資産 35,102,760 39,965,857 41,163,960 地方債 9,287,467 11,152,790 11,166,550
事業用資産 11,121,658 11,121,658 12,096,025 長期未払金 4,803 4,803 4,803
インフラ資産 23,862,986 28,406,837 28,406,837 退職手当引当金 1,248,116 1,284,525 1,512,291
物品 118,116 437,361 661,097 損失補償等引当金 - - -
無形固定資産 26,630 48,776 56,501 その他 - 177,447 281,411
投資その他の資産 3,330,839 3,320,475 3,723,525 流動負債 1,240,812 1,376,589 1,450,604
投資及び出資金 587,734 556,139 256,139 １年内償還予定地方債 1,108,665 1,220,566 1,235,728
長期延滞債権 59,302 84,397 86,630 未払金 18,715 37,012 81,831
長期貸付金 8,964 8,964 15,964 未払費用 - - -
基金 2,680,846 2,680,846 3,353,854 前受金 - - -
その他 - - 22,534 前受収益 - - -
徴収不能引当金 ‐6,007 ‐9,870 -11,596 賞与等引当金 85,044 90,610 99,334

流動資産 5,671,202 6,626,100 7,227,062 預り金 28,308 28,308 30,094
現金預金 546,636 1,284,470 1,782,198 その他 80 92 3,618
未収金 13,001 49,012 56,884 負債合計 11,781,198 13,996,154 14,415,660
短期貸付金 1,183 1,183 1,183
基金 5,110,382 5,288,778 5,340,612
棚卸資産 - 3,366 16,321
その他 - - 32,188 純資産の部

徴収不能引当金 - -709 -2,324 純資産合計 32,350,233 35,965,055 37,755,388
繰延資産 - - -
資産合計 44,131,431 49,961,209 52,171,048 負債及び純資産合計 44,131,431 49,961,209 52,171,048



２ 行政コスト計算書

行政コスト計算書は、１年間の行政運営を行う中で、福祉サービスの提供にかかる経費など、資産形成につながらな

い行政サービスに要したコストと、行政サービスの対価として徴収する使用料及び手数料などを対応させて表示したも

のです。

行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものですが、公会計では、損益を見ることが目的ではなく、

提供する行政サービスの費用を明らかにするものです。

（単位：千円）

※表示単位は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

一般会計等の平成30年度の経常費用の合計額は64億7,192万8千円で、行政サービス利用に対する対価として住民
の皆様が負担した使用料や手数料などの経常収益は4億1,633万3千円となっています。
この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コスト61億5,281万1千円は、町税や地方
交付税などの財源で賄っています。

経常費用の中で大きな割合を占めるのが、移転費用であり、経常費用全体の42.4％を占めています。主なものは、一
部事務組合・広域連合への負担金（36.7％）、児童手当や医療費助成などの社会保障給付（25.9％）、特別会計など他会
計への繰出金（10.5％）などとなっています。移転費用等に次いで大きな割合を占めるのは物件費等であり経常費用全
体の38.7％となっており、物件費等のうち46.0％が減価償却費となっています。
また、連結会計においては、平成30年度の経常費用の合計額は123億7,891万8千円で、行政サービス利用に対す
る対価として住民の皆様が負担した使用料や手数料などの経常収益は11億6,328万6千円となっており、純行政コス
トは、113億1,344万8千円となっています。

科目名 一般会計等 全体 連結

経常費用 6,471,928 8,190,273 12,378,918
人件費 1,133,383 1,208,819 1,605,872
物件費等 2,507,116 2,822,302 3,478,939
その他の業務費用 87,164 144,089 259,051
移転費用 2,744,265 4,015,062 7,035,056
経常収益 416,333 683,579 1,163,286
使用料及び手数料 110,104 370,276 390,014
その他 306,229 313,303 773,272
臨時損失 97,760 98,351 98,699
災害復旧事業費 89,457 89,457 89,791
資産除売却損 6,428 6,428 6,441
損失補償等引当金繰入額 - - -
その他 1,876 2,467 2,467
臨時利益 543 583 883
資産売却益 543 543 543
その他 - 40 340
純行政コスト 6,152,811 7,604,461 11,313,448



３ 純資産変動計算書

純資産変動計算書は、純資産（過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産）が、年度中にどのように

増減したかを表示したものです。

純資産の減少は、現役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方で、将来世代に

その分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用

可能な資源を蓄積したことを意味し、将来世代の負担は軽減されたこととなります。

（単位：千円）

※表示単位は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

一般会計等の平成30年度末の純資産は323億5,023万3千円となっています。
固定資産等形成分における固定資産等の変動が、プラスとなっていることから、住民サービスのための有形固定資産

等が増加しており、純資産残高は前年度末純資産から1億7,011万9千円増加しています。
また、連結会計における平成30年度の純資産は、377億5,538万8千円となっていおり、純資産残高は前年度末純
資産から6,297万2千円増加しています。

科目名 一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 32,180,115 35,903,023 37,692,416
純行政コスト（△） ‐6,152,811 -7,604,461 -11,313,448
税収等 5,180,277 5,576,380 7,358,525
国県等補助金 1,143,175 2,207,260 4,100,101
本年度差額 170,641 179,179 145,179
資産評価差額 - - -
無償所管換等 191 191 191
比例連結割合変更に伴う差額 - -116,625 -81,685
その他 -713 -713 -713
本年度純資産変動額 170,119 62,032 62,972
本年度末純資産残高 32,350,233 35,965,055 37,755,388

※固定資産等の変動（内部変動）・固定資産等形成分 163,601 98,943 141,131
有形固定資産等の増加 826,489 953,049 974,430
有形固定資産等の減少 -1,161,095 ‐1,350,458 -1,478,795
貸付金・基金等の増加 931,610 947,247 1,097,551
貸付金・基金等の減少 ‐433,403 ‐450,895 -452,056



４ 資金収支計算書

１年間の資金の増減を、業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支に区分し、残高を表示したもので、どのような

活動に資金が必要であったかを表示したものです。

（単位：千円）

※表示単位は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じます。

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される業務活動収支では、一般会計等で11億7,886万4千円
の余剰が生じ、資産形成や基金の積立金などの収支である投資活動収支は、12億6,836万7千円の不足となっています。
これら収支の合算額（支払利息支出を除く）である基礎的財政収支は、4億7,302万円となっています。これは、現
在の行政サービスにかかる費用を現在の税収などで賄われていることを示しており、昨年度の赤字から黒字に転じてい

ます。

また、財務活動収支は4,002万1千円の余剰となっていますが、このプラスは地方債残高の増加を示しており、将来
世代への負担先送り額が増加していることになります。

また、連結会計では、業務活動収支で余剰となっているものの、投資活動収支及び財務活動収支で不足が生じており、

本年度資金収支額は6,649万7千円の不足となっています。

科目名 一般会計等 全体 連結

業務活動収支 1,178,864 1,337,832 1,413,713
業務支出 5,317,073 6,842,512 10,899,913
業務収入 6,543,656 8,228,159 12,361,451
臨時支出 89,457 89,593 89,927
臨時収入 41,738 41,778 42,101
投資活動収支 -1,268,367 -1,417,551 -1,442,798
投資活動支出 1,533,741 1,712,491 1,738,753
投資活動収入 265,374 294,940 295,955
財務活動収支 40,021 -31,170 -37,412
財務活動支出 977,417 1,086,508 1,092,750
財務活動収入 1,017,438 1,055,338 1,055,338
本年度資金収支額 -49,482 -110,888 -66,497
本年度歳計外現金増減額 3,863 3,863 3,716
比例連結割合変更に伴う差額 -- -116,625 -114,755
前年度末現金預金残高 592,255 1,508,119 1,959,734
本年度末現金預金残高 546,636 1,284,470 1,782,198



５ 財務書類の分析

財務書類の分析から様々な指標を算出することで、他団体との比較を行うことができます。

（単位：円・％）

※平成31年1月1日現在の住民基本台帳搭載人口：14,456人

有形固定資産のうち、償却資産が耐用年数に対して取得からどの程度経過しているのかを表す「資産老朽化比率」は、

一般会計等では47.6％、連結会計では48.2％と公共施設等の老朽化が進んでおり、今後、維持補修費や施設・設備更新
などの費用が増加することが予想されます。

現在整備されている社会資本（土地、建物、道路など）を、地方債などの負債によってどのくらい調達したかを示す

「社会資本等形成の世代間負担比率」は一般会計等では29.6％、連結会計では30.1％であり、この比率が低いほど、将
来世代への負担が残っていないことを表します。

実質的な債務が償還財源上限額の何年分あるかを示した「債務償還可能年数」は一般会計等では△0.90であり、この
数値が低いほど債務償還能力が高いことを表します。

地方公共団体の資産形成を伴わない行政活動に係る行政コストに対して、地方税、地方交付税等の一般財源等がどれ

だけ充当されているかを示す「行政コスト対税収等比率」は一般会計等では95.8％、連結会計では97.9％となっていま
す。この比率は、100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩され
たことを表します。

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を示した「受益者負担の割合」は一般会計等では6.4％、連結会計で
は9.4％であり、この比率を他団体と比較することで、受益者負担水準の適正を判断することができます。

指標 一般会計等 全体 連結

資産形成度

将来世代に残る資産はどのくらいあるか

住民一人当たり資産額 3,052,811 3,456,088 3,608,955
歳入額対資産比率 5.23％ 4.50％ 3.33％
資産老朽化比率 47.6％ 47.0％ 48.2％

世代間公平性

将来世代と現世代との負担の分担は適切か

純資産比率 73.3％ 72.0％ 72.4％
社会資本等形成の世代間負担比率 29.6％ 30.9％ 30.1％

持続可能性

財政に持続可能性があるか

住民一人当たり負債額 814,969 968,190 997,209
基礎的財政収支 473,019,973 510,061,365 564,944,955
債務償還可能年数 -0.90 - -

効率性

行政サービスは効率的に提供されているか
住民一人当たり行政コスト 425,623 526,042 782,613

弾力性

資産形成を行う余裕はどのくらいあるか

行政コスト対税収等比率 95.8％ 96.4％ 97.9％
経常収支比率（参考値） 87.7％ 87.7％ 87.7％

自律性

歳入はどのくらい税金等で賄われているか

受益者負担の割合 6.4％ 8.3％ 9.4％
財政力指数（参考値） 0.32 - -



６ 財務書類科目の説明

①貸借対照表

固定資産

事業用資産…庁舎・学校・公民館など、公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産。

インフラ資産…道路・公園など、社会基盤となる資産。

物品…車輌、物品など。

無形固定資産…ソフトウェアなど。

投資及び出資金…公的団体等への出資金、出損金など。

投資損失引当金…保有株式等の実質価格が低下した場合に計上する科目。

長期延滞債権…滞納繰越調定収入未済分。

長期貸付金…貸付金のうち、翌々年度以降に償還期限が到来するもの。

基金…流動資産に区分される以外の基金。

その他…上記以外及び徴収不能引当金以外のもの。

徴収不能引当金…長期延滞債権に対する将来の取立不能見込額を見積もったもの。

流動資産

現金預金…歳計現金と歳計外現金の合計額。

未収金…税金や使用料などの未収金。

短期貸付金…貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの。

基金…財政調整基金、固定資産の基金に区分されない減債基金の合計額。

棚卸資産…売却目的保有資産など。

その他…上記以外及び徴収不能引当金以外のもの。

徴収不能引当金…未収金に対する将来の取立不能見込額を見積もったもの。

固定負債

地方債…地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が１年超のもの。

長期未払金…地方自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその他の確定債務のう
ち流動負債に区分されるもの以外。

退職手当引当金…原則期末自己都合要支給額

損失補償等引当金…履行すべき額が確定していない損失補償等のうち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比

率の算定に含めた将来負担額。

その他…上記以外の固定負債

流動負債

１年内償還予定地方債…地方公共団体が発行した地方債のうち、１年以内に償還予定のもの。

未払金…基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定し、または合理的に見積もることが

できるもの。

未払費用…一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時点において既に提供された役務に

対して未だその対価の支払を終えていないもの。

前受金…基準日時点において、代金の収納は受けているが、これに対する義務の履行を行っていないもの。

前受収益…一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点において未だ提供していない役務に対

し支払を受けたもの。

賞与等引当金…基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び福利厚生費。

預り金…基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債（歳計外現金残高）。

その他…上記以外の流動負債。

②行政コスト計算書

経常費用

業務費用－人件費…職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など。

業務費用－物件費等…職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の維持修繕に係る経費や減価

償却費など。

業務費用－その他の業務費用…支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など。

移転費用…住民・各種団体への補助金・負担金や社会保障費、特別会計への資金移動など。



経常収益

使用料及び手数料…財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭。

その他…過料、預金利子など。

③純資産変動計算書

前年度末純資産残高…前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）。

純行政コスト…行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ

スに係る費用（行政コスト計算書の「純経常費用」と一致）。

財源

税収等…地方税、地方交付税、地方譲与税など。

国庫等補助金…国庫支出金及び県支出金など。

資産評価差額…有価証券等の評価差額。

無償所管替等…無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など。

その他…上記以外の純資産の変動。

④資金収支計算書

業務活動収支…行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出される収支額。

投資活動収支…土地・建物・道路などの社会資本や基金・貸付金の収支額。

財務活動収支…地方債などの収支額。


